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は じ め に
今日, テレビジョン受信機を設置した者が日本
放送協会 (NHK) に支払っている受信料の法律




しその ｢契約｣ について NHKが定める ｢日本放
送協会放送受信規約｣ では ｢放送受信契約は, 受





















かった｡ 1925 (大正 14) 年のラジオ放送開始以
来, 放送の利用者すなわちラジオの聴取者は ｢聴
取料｣ という名の放送利用料を四半世紀にわたっ














いる｣(1) と述べている｡ 正確には NHKによって
踏襲されているのではなく放送法に踏襲されてい
ると考えるべきであろうが, 確かにかつての ｢聴























｢聴取料｣ という名の放送利用料金は 1925 (大










放送 (KDKA) が始まったのは 1920年の秋であ
り, 追随者も含めた事業成功のアメリカ情報に刺












草案は局議を経て 22年 8月に ｢放送用私設無線
電話ニ関スル議案｣(2) (以下, ｢議案｣) として省
レベルの検討に付され, 23年 8月 30日に電話拡
張実施及改良調査委員会という委員会で可決され
た｡ これにより逓信省の基本方針が一応定まった｡
この ｢議案｣ の検討と併行して電話課では ｢放
送無線電話ニ関スル調査概要｣(3) (以下, ｢調査概










































業第一, 法規第二｣ という前提があった｡ 正式の
規則を整備する前に, まず出願者たちの ｢組合｣









震災の年の年末 12月 20日に, ｢逓信省令第 98
号・放送用私設無線電話規則｣(4) (以下, ｢規則｣)
が公布された｡ 19条から成るこの ｢規則｣ の内
容は, 第 1段階での ｢議案｣ や ｢調査概要｣ に示
された方針を, 放送局開設に関する許可申請の手
続や技術上の制限事項などの形で具体的に示した
ものであり, ｢企業第一｣ の原則は捨てたが, 放
送事業開始に向けての主な方針は第 1段階のもの




逓信省は ｢規則｣ の公布に続いて, 放送局の設










































と 『日本無線史』 は記している｡ この大方針転換
は 8月中に各都市の出願者たちにほとんど一方的
に通告され, 不満や異論を残しながらも既提出の
出願は都市ごとに一本化され, 東京 (10月), 大













































































イギリスでは 1922 (大正 11) 年 10月に株式会




General,閣僚) の専掌事項とされ, 郵政庁 (Gen-
eral Post Office) が関係者との調整を経て放送
制度の骨格を定めた｡
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免許料 (Licence Fee) の 50 パーセント
を BBCに交付する｡ 受信免許料は年額 10




































という例外規定 (2条 6号) があるものの, この




































































帝国国防委員会 (Committee of Imperial De-
fence) の関連委員会の帝国通信委員会 (Impe-







大震災発生から 3ヶ月経った 12月 7日に ｢放
送用私設無線電話規則｣ は起案された｡ その案は
｢持廻りに依て主管課長, 通信局長, 次官, 大臣
と進み翌八日には文書係へ回付せらるるスピード
振りで, 震災以後の処務振りの一端を示すに足る
ものである｣(13) と 『日本無線史』 は誇らしげに記
























































































に連載した｡ その第 1回 (1924年 6月号) で彼
は, 国は一つの都市に性格の異なる甲乙丙 3種類
の放送局の設立を許可すべきであるとの主張を展
開した｡ まず ｢甲級｣ の放送局は中央気象台や東
京市電気局などに許可される放送で, 公的情報の
伝達など一般人には歓迎されないが社会的に必要
な放送局である｡ 第二の ｢乙級｣ は ｢放送の主な
る目的を遂行すべき主要局｣ で毎日長時間の放送
を行い, とくに夜間の娯楽番組に力を注ぐ｡ 第三























































































































































モノ｣ であること, ｢偉大ナル伝播力, 深刻ナ
ル徹底力ヲ有スル事業｣ に必要な ｢不偏公正｣ の
放送が行われること, の 4点である｡ さらに ｢附｣
として ｢放送事業ノ経営組織ニ於ケル営利法人ノ
欠点｣ も 7点列挙されている(25)｡
一方, 1940 (昭和 15) 年に逓信省の編纂で刊































































は強い抵抗を示したが, 翌 25年 2月までに東京,
大阪, 名古屋の 3地区にそれぞれ社団法人の放送










らない｡ 特に ｢特殊の便法｣ として採用された日
本の受信料徴収方法は, ｢便法｣ であるがゆえの
脆弱性を補うため, いくつかの補強策を講じる必
要があった｡ この章では ｢官｣ の側の対策を, 次







































｢放送用私設無線電話規則｣ 第 13条で, 受信機を
設置しようとする者は ｢相手放送施設者 (放送局＝
引用者注) ノ承諾書ヲ添付｣ して, 所轄逓信局長
に受信許可の願書を提出することを命じている｡
条文中の ｢承諾書｣ はラジオ放送開始後の 1925














局長宛の ｢聴取無線電話施設願｣ (下図 A様式)
と放送局宛の ｢聴取契約書｣ (B様式) との 2種
類の書類を提出する必要があったが, 規則の改正
















氏名印 大正 年 月 日
出願者住所 府縣 都市 町村字 番地
機器装置場所








市 區 町 番地
・
聴 取 契 約 書
貴局契約に依り聴取し御所定の
料金を支拂可申候









は ｢許可ナクシテ無線電信, 無線電話ヲ施設 (中
略) シタル者ハ一年以下ノ懲役マタハ千円以下ノ























制定後の 1924年 2月に ｢放送用私設無線電話監
督事務処理細則｣ が定められ, ラジオの放送内容
の制限・監督等について逓信省側の詳細かつ厳格
























逓信省は重い腰をあげて 1930 (昭和 5) 年, 無
線電信法に基く不法施設者への全国規模の立ち入
り検査を実施した｡ 検査対象は 18,293件で, 摘
発された不法施設は 2,481件, その他の違反事故
は 2,283 件であった｡ 悪質と認められたもの 38
件が告発され, 1件が罰金 30円, 18件に対し罰
金 20円, 2件が罰金 10円の処罰を受けた(34)｡ こ
の検査と取締は ｢ラジオ界始まって以来の広汎な
ものであり, また絶後と言うべきもの｣ であった






1934 (昭和 9) 年, 日本放送協会の聴取契約数




























度である｡ 集金郵便の取扱は 1件の金額が 3円以






















一方, 農村部など ｢加入密度｣ が低く直接集金
の条件に欠ける地域には, 委託集金制度が導入さ






























｢聴取上の倦怠｣ や ｢プログラムに対して (の)




















































































































































































方で, 聴取料の徴収は 『玉音放送』 の前も後も変
わることなく営営と継続された｡ 聴取契約者数は
1944年度末の 747万件から 45年度末の 570万件
と激減したが, これは都市部への空襲の結果, 受
信機を設置し得る住戸が焼失してしまっためであ
る｡ 聴取料の料額は 1944年の月額 50銭から 5回
の値上げを繰り返し, 48年には月額 35円にまで
引き上げられた｡ 激しいインフレーションへの対




































放送法第 32条にある ｢受信料｣ の性格につい
て, 以後 “正統的” となる説明が示されたのは,
1964年 9月 8日に提出された臨時放送関係法制



















担を通じて ｢密着｣ させることは, 受信者側の


































れ, その ｢便法｣ としての特徴が部分的にではあ
れ戦後の ｢放送法｣ に引き継がれた｡ そのため,
それ自身では受信料徴収の正統性の主張を完結で
きないという ｢脆弱性｣ をはらんでいる｡ この脆
弱性を補強する第一の要素が受信料の性質に関す

























































お わ り に
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